
サンマ太平洋北西部系群サンマ太平洋北西部系群

夏：亜寒帯水域に北上して索餌夏 亜寒帯水域に北上して索餌
動物プランクトン食性

秋：日本近海に来遊

冬：混合水域・亜熱帯水域に回遊して産卵
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外国船は大型冷凍船
2010年我が国の漁獲割合は47%
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資源評価の手順
魚市場調査 基

資源量（漁期前）調査
中層トロール
幼魚ネット

魚市場調査
標本船調査
漁獲物測定

外国船漁獲量調査

基
本
情
報

体長別資源尾数 体長別漁獲尾数

資

耳石による年齢査定
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る

年齢別漁獲係数、自然死亡係数、親魚量の算出

再生産関係の検討

資源管理基準値 (F50, 60, 70%SPR) 

2012年資源量の予測
加入量は直近

3カ年平均を仮定
A
B
C資源管理基準値 ( , , )

2012年ABCの算定

C
算
定
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日本船による漁獲量・努力量・CPUE日本船による漁獲量・努力量・CPUE
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過去の資源量推定値の見直し過去の資源量推定値の見直し

①中層トロールの採集効率の更新
サイドスキャンソナーによる実測値（納谷他2010）より17.9%

（従来値は14.4%）

②幼魚ネットの採集効率の再推定②幼魚ネットの採集効率の再推定
幼魚ネットの採集効率も変更
中層トロールの漁獲個体数から推定しているため

③掃海面積の再算出
掃海面積にはGPSによる実測距離を導入

（従来は5ノットと仮定）（従来は5ノットと仮定）
網口距離を、スキャンマーによる実測値24m

（従来は模型実験による値である30mを用いていた）

④調査面積の再算出④調査面積の再算出
調査面積の算定方法統一

⑤使用する採集記録の精査⑤使用する採集記録の精査
同一地点での複数曳網を行った記録については、資源量推定には用いない
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2011年資源量調査
調査海域調査海域

毎年６月～７月に調査

2010年までは西経165度付近まで調査2010年までは西経165度付近まで調査。

20112011年は西経年は西経177177度までしか調査していない。度までしか調査していない。

西経西経165165度に相当する資源量を外挿して推定度に相当する資源量を外挿して推定西経西経165165度に相当する資源量を外挿して推定度に相当する資源量を外挿して推定
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資源量推定値の推移
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管理基準と現状の漁獲係数資源量と漁獲割合
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漁獲割合は11.2～19.5%程度と低い
現状の漁獲係数Fcurrentは0 22と F70％SPRより低現状の漁獲係数Fcurrentは0.22と、F70％SPRより低
い。
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漁獲シナリオと2012年漁期ABC

漁獲シナリオ
（管理規準）

F値
(Fcurrentとの比較）

漁獲割合
2012年ABC

（日本該当分）（管理規準） (Fcurrentとの比較） （日本該当分）

現状の漁獲圧の維持
(Fcurrent)

0.22 
(1.00Fcurrent) 11% 497千トン

(287千トン)
親魚量に悪影響を与えない

と考えられる漁獲圧
(F70%SPR)

0.35 
(1.80Fcurrent) 23% 992千トン

(573千トン)

親魚量に悪影響を与えない 0 51 1 380千トン親魚量に悪影響を与えない
と考えられる漁獲圧

(F60%SPR)

0.51
(2.61Fcurrent) 31% 1,380千トン

(797千トン)

親魚量に悪影響を与えない 0 70 1 791千トン
と考えられる漁獲圧

(F50%SPR)

0.70
(3.57Fcurrent) 41% 1,791千トン

(1,035千トン)

当該資源に対する現状の漁獲圧は低い

中期的管理方針では「漁獲量の増大により漁獲金額が減少する傾向に留意し、将来に向けて安定
的な供給を確保する観点から、資源に悪影響を与えない範囲内おいて、漁獲可能量を設定する」とさ
れており 上記の全てのシナリオはこれに合致するれており、上記の全てのシナリオはこれに合致する
再生産関係が明らかでないので将来漁獲量の予測やリスク評価は行っていない
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ABC以外の管理方策の提言ABC以外の管理方策の提言

• 沖合に資源が偏った年の漁業者への情報提供沖合に資源が偏った年の漁業者への情報提供
– 分布の東偏による日本漁船の漁場へ来遊する資源の

割合が低下割合が低下

– 資源状態と漁業者の認識の乖離

サンマ資源管理のための国際的な取り組み• サンマ資源管理のための国際的な取り組み
– 日ロ漁業条約

– 北太平洋における新たな国際漁業管理の枠組みの設
定に向けた協議

• 日本、韓国、ロシア、米国、カナダ、中国、フェロー諸島、台湾
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マサバ太平洋系群

100040 尾叉長

生活史と漁場形成模式図 年齢と成長

600

800

1,000

30

40

重
(g
)

長
(c
m
)

尾叉長

体 重

200

400

10

20

体

尾
叉
長

00
0 1 2 3 4 5 6+

年 齢

・産卵は冬～春季（1～6月）、主に伊豆諸島周辺海域（3～6月）、他に足摺岬、室戸岬周
辺や紀南などの太平洋南部沿岸域や東北海域
・索餌のため夏～秋季に三陸～北海道沖へ北上回遊
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資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
資源量指数

グ 自然 亡係数 は を仮定

①資源診断

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

チューニングＶＰＡ、自然死亡係数Ｍは0.4を仮定

年齢別 年別漁獲係数

2011年漁期以降の年齢 2011年の新規加入量の推定

2011年漁期への前進計算 ②将来予測

2011年漁期以降の年齢
別・年別資源尾数・親魚量

2011年の新規加入量の推定
（調査船採集調査結果による稚魚の体
長組成（ふ化日組成反映），成長率）

2012年漁期への前進計算 2011年漁期のFは0 85Fcurrentを仮定

2012年漁期以降の年齢

2012年漁期への前進計算、2011年漁期のFは0.85Fcurrentを仮定

2012年以降の新規加入量の仮定
別・年別資源尾数・親魚量 （将来予測における年々の親魚量と過

去のRPS中央値から算出）

③ C算定
2012年漁期ABC・算定漁獲量

漁獲シナリオとの対応 ③ABC算定
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漁獲量
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 漁獲量は1978年（147万トン）のピーク後減少し、1990～91年に2万トン程度
まで減少 近年はやや増加し 2009年12 7万トン 2010年12 3万トン

00
1970 75 80 85 90 95 2000 05 10

まで減少。近年はやや増加し、2009年12.7万トン、2010年12.3万トン。

 漁業種別漁獲量は大中型まき網が最も多い。主に常磐～三陸海域で0～2
歳魚を主対象として周年操業する。

 北部海域の大中型まき網CPUEは近年は増加傾向で2010年は64トン/網。
有効努力量は2005年以降減少傾向。

たもすくいおよび棒受網は伊豆諸島海域に越冬 産卵で集群する親魚群 たもすくいおよび棒受網は伊豆諸島海域に越冬、産卵で集群する親魚群
を漁獲する。近年の漁獲量は少ない。
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資源量と漁獲割合
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 資源量は1970年代には高水準であったが、1979年以降、加入量の
減少と高 漁獲圧 よ 減少 年 は ト減少と高い漁獲圧によって減少。2001年には15万トン。
2004年以降、2004年級群の加入により増加。2010年は86万トン、
2011年は89万トン。

 漁獲割合は1979年および1980年代後半以降はおおむね40％前後
～60％近くと高かったが、近年は低下し、2010年は15％。

向 横ば水準：低位 動向：横ばい
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再生産関係
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親魚量（千トン）

• 親魚量が45万トン以上の1970～1985年ではRPS（加入尾数/親
魚量）は比較的安定し、加入量は高い水準。
45万トンを下回 た1986年以降ではRPSが大きく変動 か 親• 45万トンを下回った1986年以降ではRPSが大きく変動、かつ親
魚量の減少により加入量の水準が大きく低下。

• Blimitは1985年以前の最低水準：45万トン
• 2010年親魚量（166千トン）＜Blimit
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シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測
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漁獲シナリオと2012年漁期ABC

漁獲
シナリオ

(管理基準)

F値
(Fcurrentとの

比較)

漁獲
割合

将来漁獲量 評価 2012年
漁期

ABC
5年後 5年

平均
Blimitへ

回復5年後

過去最低親
魚量を下回る

(管理基準) 比較) ABC復
(10年後) (5年間)

親魚量の増大
(Fcurrent×

0.18
(0 37Fcurrent)

9％
111~664
千トン

193
千トン

95%（100%） 0% 92
千トンB/Blimit：Fｒｅc)*

(0.37Fcurrent) 千トン 千トン 千トン

漁獲圧の維持
(Fcurrent)*

0.49
(1.00Fcurrent)

21％
118~1027
千トン

317
千トン

52%（76%） 0% 220
千トン千トン

親魚量の増大
(5年でBlimitへ回

復：Frec1)*

0.52
(1.05Fcurrent)

22％
114~1000
千トン

321
千トン

50%（72%） 0% 229
千トン復：Frec1)*

親魚量の増大
(10年でBlimitへ回

復：Fre 2)*

0.63
(1.28Fcurrent)

26％
102~945
千トン

329
千トン

36%（50%） 0% 267
千トン復：Frec2)* 千トン

中期的管理方針では「近年の海洋環境が当該資源の増大に不適な状態にあると認められないことから、優先的に資
源の回復を図るよう、管理を行うものとし、資源管理計画の推進を図るものとする」とされており、資源の回復が見込源の回復を図るよう、管理を行うものとし、資源管理計画の推進を図るものとする」とされており、資源の回復が見込
めるシナリオ（*）はこれに合致する
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補足：北部まき網努力量と漁獲量
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有効努力量 7～2月

漁獲量※2011年漁期は2月まで

 2011年漁期の北部まき網の努力量は低下。ゴマサバ混獲割合は高かっ

00
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

た。それらに応じて漁獲量も減少。漁獲の主体は2009、2010年級群。
 高いゴマサバ混獲割合は分布特性によるものと推察される

（今漁期はゴマサバの方がより三陸沿岸（漁場域）を南下したとみられる）（今漁期はゴマサバの方がより三陸沿岸（漁場域）を南下したとみられる）
 2009、2010年級群は、夏～秋季流し網調査（釧路水試）、秋季トロール調

査（中央水研）では道東～三陸沖合での漁獲が比較的多くみられた。
 漁獲量の減少は資源の減少によるものとは考えられない 漁獲量の減少は資源の減少によるものとは考えられない
⇒H23資源評価における資源量評価を見直す必要は無いと判断
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補足：秋季調査における0歳魚出現率と加入量（H23資源評価結果）

0 5
0.6
0.7

40

50

）
0 2
0.3
0.4
0.5

20

30

率

入
量

（
億
尾

0
0.1
0.2

0

10

2001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11

加

加入量 出現率 サンマ棒受網混獲率（×5）

 9～10月の道東～三陸～常磐海域の中層トロール漁獲調査における、
0歳魚の出現率（漁獲のあった試験点の割合）は、加入量と動向が一致

 2011年9～10月調査における2011年級群の出現率は2009、2010年級群を年 月調査における 年級群の出現率は 、 年級群を
下回り、H23年度資源評価（2011年9月）における推定加入量の動向と一致

⇒H23資源評価における2011年級群加入量評価を見直す必要は無いと判断

※例年 資源評価会議後 得られる加入量指標値と 秋季サ 棒受網混獲率および未成※例年、資源評価会議後に得られる加入量指標値として、秋季サンマ棒受網混獲率および未成
魚越冬群指数（冬季常磐海域まき網CPUEから算出）があるが、今漁期は震災の影響による操業
状況の変化のために得られなかった。

－ 18 －



マサバ対馬暖流系群
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生活史と漁場形成模式図 年齢と成長
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• 産卵は春季（盛期3～5月）、東シナ海南部の中国沿岸～東シナ海中部、朝鮮半島沿
岸、東シナ海南部、九州・山陰沿岸～日本海北部沿岸

• 春～夏季に索餌のため北上回遊、秋～冬季に越冬・産卵のため南下回遊
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資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
資源量指数

グ 自然 亡係数 は を仮定

①資源診断

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

チューニングＶＰＡ、自然死亡係数Ｍは0.4を仮定

年齢別 年別漁獲係数

2011年漁期以降の年齢 2011年の新規加入量の仮定

2011年漁期への前進計算 ②将来予測

2011年漁期以降の年齢
別・年別資源尾数・親魚量

2011年の新規加入量の仮定
（将来予測における2011年の親魚量と
1990～2009年のRPS中央値から算出）

2012年漁期への前進計算 2011年漁期のFはFcurrentを仮定

2012年漁期以降の年齢

2012年漁期への前進計算、2011年漁期のFはFcurrentを仮定

2012年以降の新規加入量の仮定
別・年別資源尾数・親魚量 （将来予測における年々の親魚量と

1990～2009年のRPS中央値から算出）

③ C算定
2012年漁期ABC・算定漁獲量

漁獲シナリオとの対応 ③ABC算定
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漁獲量
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 日本の漁獲量は1996年に41万トンを記録した後に 2000年にかけて急減。
2000年以降は8～13万トンで推移。2010年漁獲量118千トン。

 韓国の漁獲量（グラフ未記載）は2000年以降、10～19万トンの間で変動。
2010年の韓国漁獲量89千トンは昨年の半分程度。

大中型まき網 は 年に減少 年は漸増し 大中型まき網CPUEは1997～2001年に減少。2002～2007年は漸増し、
2008年以降は急増。

 漁獲物の年齢構成は0・1歳魚が主体。漁獲物の年齢構成は0 1歳魚が主体。
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資源量と漁獲割合
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 資源量は1992年～1996年に高水準。
年 年 かけ 急減 そ 後横ば あ たが 年

75 80 85 90 95 2000 2005 2010

 1997年～2000年にかけて急減、その後横ばいであったが、2008年に
増加。2010年はやや減少して66万トン。

 漁獲割合は1996年に急増した後、2007年まで高い水準で横ばい。
2008年以降は減少し、40%未満。

水準：中位 動向：増加
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再生産関係
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親魚量(千トン)

親魚量が少ない場合には高い加入量が出現しない傾向 親魚量が少ない場合には高い加入量が出現しない傾向
 Blimitは1997年水準（247千トン）
 Blimit≦2010年親魚量(248千トン)
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シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測
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（）内は我が国EEZ内の値

漁獲 値 漁獲 来漁獲 年

漁獲シナリオと2012年漁期ABC

漁獲

シナリオ

(管理基準)

F値

(Fcurrent
との比較)

漁獲
割合

将来漁獲量(千トン) 評価 2012年

漁期ABC

（千トン）
5年後 5年平均 現状の親魚量

維持(5年後)
Blimit維持

(5年後)

親魚量の

増大＊

(F30%SPR)

0.46

(0.71

Fcurrent)

27%

296

～

515

337 99% 100%
277

(121)( ) )

現状の漁獲
圧維持＊
(Fcurrent)

0.65

(1.00

Fcurrent)

36%

227

～

542

370 73% 82%
348

(152)Fcurrent) 542 (152)
現状の親魚
量維持＊
(Fmed)

0.75

(1.15

F t)

40%

179

～

539

385 44% 55%
379

(165)(Fmed) Fcurrent) 539 (165)

平成23年度に設定された資源管理目標では、「大韓民国（韓国）及び中華人民共和国等と我が国の水域にまたがっ
て分布し、外国漁船によっても採捕が行われていて我が国のみの管理では限界があることから、関係国との協調し
た管理に向けて取り組みつつ 当面は資源を減少させないようにすることを基本に 我が国水域への来遊量の年変た管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少させないようにすることを基本に、我が国水域への来遊量の年変
動も配慮しながら、また、資源管理計画に基づく取組により、管理を行う」とされており、上記のすべてのシナリオは
これと合致する
我が国EEZ内外への配分は、日本と韓国の漁獲実績から求めた総漁獲量に対する我が国EEZ内における漁獲量
の比率の直近5カ年（2006～2010年）の平均値（0 437）を用いた ただし当該比率は年により漁場形成が異なるたの比率の直近5カ年（2006～2010年）の平均値（0.437）を用いた。ただし当該比率は年により漁場形成が異なるた
め、年変動がある。1999年以降で最も高い比率（2010年、0.561）を用いた場合、現状の親魚量維持シナリオによる
2012年漁期ABC我が国EEZ内の値は212千トンであった。
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ゴマサバ太平洋系群

80040.0

生活史と漁場形成模式図 年齢と成長
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・産卵は冬～春季（12～6月） 主に伊豆諸島周辺以西の黒潮周辺域・産卵は冬～春季（12～6月）、主に伊豆諸島周辺以西の黒潮周辺域
・索餌場は常磐～房総半島以西沿岸。一部は夏～秋季に三陸～北海道沖へ北上回遊
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資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
資源量指数

グ 自然 亡係数 は を仮定

①資源診断

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

チューニングＶＰＡ、自然死亡係数Ｍは0.4を仮定

年齢別 年別漁獲係数

2011年漁期以降の年齢 2011年の新規加入量の推定

2011年漁期への前進計算 ②将来予測

2011年漁期以降の年齢
別・年別資源尾数・親魚量

2011年の新規加入量の推定
（調査船採集調査結果による稚魚の体
長組成（ふ化日組成反映），出現率）

2012年漁期への前進計算 2011年漁期のFは0 9Fcurrentを仮定

2012年漁期以降の年齢

2012年漁期への前進計算、2011年漁期のFは0.9Fcurrentを仮定

2012年以降の新規加入量の仮定
別・年別資源尾数・親魚量 （将来予測における年々の親魚量と親

魚量-RPS回帰式から算出）

③ C算定
2012年漁期ABC・算定漁獲量

漁獲シナリオとの対応 ③ABC算定

－ 27 －



漁獲量
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 漁獲量は1995年に10万トンを超えてから高い水準。中・北区で顕著に増
加 年 過去最高（ ） 年は加。2005、2006年に過去最高（19.2万トン）。2010年は18.2万トン。

 1981年以前はおもに南区で漁獲され、近年の水準を大きく下回っていた。
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資源量と漁獲割合
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漁獲割合 資源量
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 1995年以降の資源量は、比較的安定した加入量の継続と2度の卓
越した高 加入量 よ ト 前後から 年 は越した高い加入量によって30万トン前後から2004、2005年には60万
トンに達する高い水準。2010年は55.9万トン。

 漁獲割合は1995～1997年は42～56％と高かったが、その後はおお
むね30％前後で推移。2010年は32％。

水準：高位 動向：横ばい

－ 29 －



再生産関係
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• 加入量は1995年以降では8億尾前後で比較的安定し，2度卓越
年級群の発生（1996，2004年；卓越してRPS高い）がみられた。
Bli i は1995年以降の最低水準 38千トン（1996年）• Blimitは1995年以降の最低水準：38千トン（1996年）

• 2010年親魚量（114千トン）＞Blimit
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シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測

親魚量-RPS回帰式のもとで各漁
獲シナリオでABC算定
・漁獲圧低減・資源の増加：F0.1
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・現状の漁獲圧維持：Fcurrent
・親魚量高水準維持・漁獲量増加：F30%SPR

親魚量（≧Blimit）の維持・漁獲量増加のシ200
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Fcurrent：資源量，漁獲量とも高
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維持と漁獲量の増加が見込める。
F20%SPR：将来的に資源水準の
低下が見込まれる。
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漁 Fcurrentでの漁獲量
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低下が見込まれる。
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漁獲シナリオと2012年漁期ABC

漁獲
シナリオ

F値
( との

漁獲

将来漁獲量 評価 2012年
漁期5年後 5年 現状の Blimit維持シナリオ

(管理基準)
(Fcurrentとの

比較)

漁獲
割合

漁期

ABC

5年後 5年
平均

現状の
親魚量維持
(5年後)

Blimit維持
(5年間)

漁獲圧を低減漁獲圧を低減
し資源の増加
を図る(F0.1)*

0.55
(0.87Fcurrent)

28％
123~255
千トン

164
千トン

100% 100% 134
千トン

漁獲圧の維持
(Fcurrent)*

0.63
(1.00Fcurrent)

31％
125~258
千トン

170
千トン

99% 100% 148
千トン

親魚量を高水
準で維持・漁
獲量の増加
(F30%SPR)

1.01
(1.60Fcurrent)

42％
109~272
千トン

186
千トン

30% 100% 203
千トン

(F30%SPR)*

現在の漁獲圧は当該資源を持続的に利用可能な水準現在の漁獲圧は当該資源を持続的に利用可能な水準

中期的管理方針では「資源を中位水準以上に維持することを基本方向として、管理を行う」とされており、上記の全て
のシナリオ（*）はこれに合致する
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ゴマサバ東シナ海系群

生活史と漁場形成模式図 年齢と成長
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資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
資源量指数

グ 自然 亡係数 は を仮定

①資源診断

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

チューニングＶＰＡ、自然死亡係数Ｍは0.4を仮定

年齢別 年別漁獲係数

2011年漁期以降の年齢
2011年の新規加入量の仮定

2011年漁期への前進計算 ②将来予測

2011年漁期以降の年齢
別・年別資源尾数・親魚量

（将来予測における2011年の親魚量と
1992～2009年のRPS中央値から算出）

2012年漁期への前進計算、2011年漁期のFはFcurrentを仮定

2012年漁期以降の年齢

年漁期 前進計算、 年漁期 を仮定

2012年以降の新規加入量の仮定
別・年別資源尾数・親魚量 （将来予測における年々の親魚量と

1992～2009年のRPS中央値から算出）

③ C算定
2012年漁期ABC・算定漁獲量

漁獲シナリオとの対応 ③ABC算定
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 長期的に見ると、漁獲量は5万トン前後で比較的安定して推移。

75 80 85 90 95 2000 2005 2010

 1990年代後半以降はやや変動が大きい。
 漁獲量は2006年以降、減少傾向を示し、2010年の日本の漁獲量

は29千トン。は29千トン。
 大中型まき網CPUEは1990年代後半以降、高い値。2005年にか

なり高い値を示した後、減少傾向。
 漁獲物の年齢構成は0・1歳魚が主体 漁獲物の年齢構成は0 1歳魚が主体。
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資源量と漁獲割合
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 資源量は1992～2010年において、比較的安定して同程度の水準で推移。
年以降は減少傾向 年以降は増加傾向 2005年以降は減少傾向。2009年以降は増加傾向。

 漁獲割合は2009年以降は40%以下の低い値。
 1992年以降では、低位水準と判断される年はない。

水準：中位 動向：横ばい
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再生産関係
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 親魚量と加入量の間にはっきりとした関係はない
 Blimitは過去最低水準 = 2004年水準（39千トン）と設定
 2010年親魚量（47千トン） > Blimit年親魚量（ 千トン）
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シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測
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漁獲量、資源量とも緩やかに増加
する

55 

75 

漁
獲

量
(千

ト
ン

) F30%SPRでの漁獲量 する。

35 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

年漁期年漁期
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（）内は我が国EEZ内の値漁獲シナリオと2012年漁期ABC

漁獲

シナリオ

(管理基準)

F値

(Fcurrent
との比較)

漁獲
割合

将来漁獲量(千トン) 評価 2012年

漁期ABC

（千トン）
5年後 5年平均 現在親魚量

維持(5年後)
Blimit維持

(5年後)(管 準) （ ）維持(5年後) (5年後)

親魚量の

増大＊
(F30%SPR)

0.43

(0.68

Fcurrent)

27%

59

～

121

63 100% 100%
46

(39)(F30%SPR) Fcurrent) 121 (39)
現状の漁獲圧の
維持＝現在の親
魚量の維持＊

0.63

(1.00

)

38%

30

～ 59 64% 80%
59

(50)魚量の維持＊

(Fcurrent=Fmed)
Fcurrent) 100 (50)

平成23年度に設定された資源管理目標では、「大韓民国（韓国）及び中華人民共和国等と我が国の
水域にまたが 分布し 外国漁船によ も採捕が行われ 我が国 み 管理 は限界があ水域にまたがって分布し、外国漁船によっても採捕が行われていて我が国のみの管理では限界があ
ることから、関係国との協調した管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少させないようにする
ことを基本に、我が国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、管理を行う」とされており、上記シナ
リオはすべてこれと合致する。リオはす てこれと合致する。

我が国EEZ内外への配分は、日本と韓国の漁獲実績から求めた総漁獲量に対する我が国EEZ内
における漁獲量の比率の直近5カ年（2006～2010年）の平均値（0.847）を用いた。ただし当
該比率は年により漁場形成が異なるため、年変動がある。1999年以降で最も高い比率（2007
年 0 984）を用いた場合 現在の親魚量維持シナリオによる2012年漁期ABC我が国EEZ内の値年、0.984）を用いた場合、現在の親魚量維持シナリオによる2012年漁期ABC我が国EEZ内の値
は59千トンであった。
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ズワイガニ（4系群5海域）ズワイガニ（4系群5海域）
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ズワイガニの脱皮と成長

・ ズワイガニは脱皮によって成長する。

雄雌とも 大きくなると脱皮しなくなる（最終

※ 日本海A海域の場合

・ 雄雌とも、大きくなると脱皮しなくなる（最終
脱皮）。

・ 漁獲対象は雄で甲幅8‐9cm以上、雌は成漁獲 象 雄 甲幅 、雌 成
熟ガニ（最終脱皮後）。

・ 生まれてから漁獲されるまで7‐8年程度を
要する要する。

・ カタガニは非常に高価。
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系群と省令による規制水域、漁獲量構成および調査方法

0 5%
3% 4%

海域別漁獲量（2010年）
トロール調査

（指数）

6%

0.5%
A 日本海

B 日本海
（漁獲量）

87%
C 北海道西

D オホーツク

太平洋北E 太平洋北

かご調査

トロール調査

調
（資源量）

トロ ル調査
（資源量）

トロール調査
（資源量）
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日本海系群 A海域 ① 漁獲統計と資源水準

・ A海域では大部分が沖合底びき網漁業。

・ 1960年代に14,000トンを超えた漁獲量は、
1992年には1 600トンまで減少1992年には1,600トンまで減少。

・ その後増加し、2007年には5,000トン、 そ
の後減少し、2010年は4,000トン。後減少 、 年 , ン。

・ 近年の韓国の漁獲量もA海域と類似した
変動傾向。

・ 資源密度指数も漁獲量と類似した変動傾
向。

・ 最近4年は減少傾向。

2002年以降の資源水準は中位・ 2002年以降の資源水準は中位
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日本海系群 A海域 ② トロール調査と資源動向

・ 毎年5‐6月に、島根県～石川県沖の水深
190‐550mの140調査点において、着底ト
ロール調査を実施ロール調査を実施。

・ ズワイガニ以外には、アカガレイ、ハタハ
タ、ホッコクアカエビなど、50種程度が採集
される。

・ 調査結果より面積密度法を用いて資源量
を推定しているを推定している。

・ 資源量は2002年以降増加し、2007年には
34,000トン。

・ 以後減少し、2011年は22,000トン。

・ 資源動向は減少

・ 近年の漁獲割合は20％未満で安定。
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日本海系群 A海域 ③ 漁獲シナリオとABC

資源水準： 中位 資源動向： 減少

親魚量が維持または増大する漁獲量をABCとする

漁獲シナリオ
F値

（Fcurrent 漁獲割合

将来漁獲量 評価（5年後）

2012年ABC親魚量 Blimit維

親魚量が維持または増大する漁獲量をABCとする

（管理基準）
（Fcurrent

比）
漁獲割合 2012年ABC

5年後 5年平均
親魚量
維持

Blimit維
持

親魚量の増大
0.16

（0 68）
14 %

3,500～
3 900 トン

3,500
トン

100％ 100％ 3,100
親魚量の増大

（0.68）
14 %

3,900 トン トン
100％ 100％

トン

直近の親魚量
の増大

0.18
（0.79）

16 %
3,800～
4,200 トン

3,800
トン

91％ 100％ 3,500
トンの増大 （0 9） , 00 トン トン トン

直近の親魚量
の維持

0.20
（0.88）

18 %
3,900～
4,400 トン

4,100
トン

49％ 100％ 3,800
トン

2012年
算定漁獲量算定漁獲量

現状の漁獲圧
の維持

0.22
（1.00）

20 %
4,100～
4,700 トン

4,300
トン

0％ 100％ 4,300
トン
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日本海系群 B海域 ① 漁獲統計と資源水準

1000

1200
漁業区分無し

その他の漁業

かご

その他刺網

・ B海域では大部分が小型底びき網と刺網。

・ 1960年代に1,000トンを超えた漁獲量は、
増減の後 1990年に300トンまで減少し

400

600

800

漁
獲

量
（
ト

ン
）

その他刺網

小底縦曳きその他

小底縦曳き１種

沖底１そう曳き

増減の後、1990年に300トンまで減少し
た。

・ 1990年以降は200‐300トン台で安定。

0

200

400
年以降 ン台 安定。

0
1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

8

9

10

・ 資源密度指数は変動が大きく、移動平均
年安定

5

6

7

8

密
度

指
数
(k
g)

では近年安定している。

・ 2009年の資源水準は高位。

1
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4
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密
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日本海系群 B海域 ② かご調査と資源動向

男鹿半島南部 ・ 毎年6‐7月に、新潟県～秋田県沖の水深
200‐500mの24調査点において、かご調査
を実施新潟沖 を実施。

・ B海域ではズワイガニの生息面積が狭い
が、資源密度はA海域と類似している。

・ 調査結果より面積密度法を用いて資源量
を推定しているを推定している。

・ 資源量は安定していたが最近増加し、
2010年には3,700トン。

・ 資源動向は増加。

・ 近年の漁獲割合は10％未満で安定。
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日本海系群 B海域 ③ 漁獲シナリオとABC

資源水準： 高位 資源動向： 増加

現状の漁獲圧でも資源の維持は十分可能と考えられる

漁獲シナリオ
F値

（ 漁獲割合

将来漁獲量 評価（5年後）

年魚

現状の漁獲圧でも資源の維持は十分可能と考えられる

漁獲シナリオ
（管理基準）

（Fcurrent
比）

漁獲割合 2012年ABC
5年後 5年平均

現状親魚
量を維持

Blimitを
維持

現状の漁獲圧 0.08 260現状の漁獲圧
の維持

0.08
（1.00）

8 % － － － －
260 
トン

親魚量の確保
0.16

15 % － － － －
480

親魚量の確保
（1.66）

15 %
トン

適度な漁獲圧
による漁獲

0.17
（1 77）

16 % － － － －
490
トンによる漁獲 （1.77） トン

親魚量の確保
0.22

（2.15）
20 % － － － －

650
トン（2.15） トン
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北海道西部系群 ① 漁獲統計と資源水準

・ 北海道西部系群の大部分はかにカゴ3隻
による。

・ 漁獲量は1990年代以降30‐40トン程度で安
定している。

・ 2009 2010年は20トン程度に減少・ 2009‐2010年は20トン程度に減少。

・ 2009‐2010年の努力量の減少は、荒天と
単価安のため単価安のため。

・ CPUE（資源量の指標）は長期的に安定し
ている。

・ 資源水準は中位、資源動向は横ばい。
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北海道西部系群 ② 漁獲シナリオとABC

資源水準： 中位 資源動向： 横ばい

1990年代以降最高だった1997年の漁獲量（43トン）以下の
漁獲であれば資源の維持に問題ないと考えられる。

漁獲シナリオ
（管理基準）

F値 漁獲割合

将来漁獲量

評価 2012年ABC
5年後 5年平均

現状の漁獲量
の維持

－ － － － －
43
トンの維持 トン
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オホーツク海系群 ① 漁獲統計と資源水準

・ オホーツク海系群の漁獲の大部分はオッ
タートロールによる。

・ 漁獲量は1997年以降1,000トンを超えたこ
ともあったが、2004年以降は500トン未満。

・ 2010年は148トンに減少・ 2010年は148トンに減少。

・ 資源水準は低位。

・ 近年の日本水域への来遊量の減少ととも
に努力量・CPUEともに減少している。に努力量 CPUEともに減少している。

・ 2010年は努力量・CPUEともに過去最低レ
ベル。
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オホーツク海系群 ② トロール調査と資源動向

45-30.00'N

300

海域 A
海域 E

海域 G

・ 4‐6月に、オホーツク海の水深100‐300mに
おいてトロール調査を実施。

本海域の資源量推定には シアからの45-00.00'N

100m 150m

300m

北見大和
堆海域F

海域 B

海域 C

海域 D

海域 G ・ 本海域の資源量推定には、ロシアからの

来遊状況等の影響が大きいことから、資
源量指数として扱っている。

44-30.00'N
200m

堆海域F

サロマ湖

144ﾟ30'E144ﾟE143ﾟ30'E143ﾟE142ﾟ30'E

・ 資源全体・漁獲対象サイズともに、長期的資源全体 漁獲対象サイズともに、長期的
にみて資源動向は横ばい。
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オホーツク海系群 ③ 漁獲シナリオとABC

資源水準： 低位 資源動向： 横ばい

資源水準は低位であるが、現状の漁獲量は、資源を持続的に
利用可能な範囲に低く抑えられていると考えられる。

漁獲シナリオ
将来漁獲量

漁獲シナリオ
（管理基準）

F値 漁獲割合 評価 2012年ABC
5年後 5年平均

資源の動向に
合わせた漁獲

の継続
－ － － － －

290
トン
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太平洋北部系群 ① 漁獲統計と資源動向
ン

）

・ 太平洋北部系群の漁獲の大部分は福島
県の沖底（オッタートロール）による。

福島沖底
その他

漁
獲

量
（
ト

ン 県の沖底（オッタ トロ ル）による。

・ 漁獲量は1997年以降200トン前後で増減し
ている。

・ 2010年は159トンに減少。

網
）

・ ズワイガニ主漁場におけるCPUEは近年極
めて安定している

C
PU

E （
kg

／
網 めて安定している。

・ 資源動向は横ばい。

C
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太平洋北部系群 ② トロール調査と資源水準

・ 毎年10‐11月に、青森県～茨城県沖の水
深150‐900mの140調査点おいて着底ト
ロール調査を実施ロール調査を実施。

・ ズワイガニ以外には、マダラ、キチジ、イト
ヒキダラなど、数百種程度が採集される。

・ 調査結果より面積密度法を用いて資源量
を推定しているを推定している。

・ 資源量は1,000‐3,000トンの間で増減して
いる。

・ 2010年の資源量は1,800トン。

・ 資源水準は中位。

・ 近年の漁獲割合は10％前後。
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太平洋北部系群 ③ 漁獲シナリオとABC

資源水準：中位 資源動向：横ばい

現状の漁獲量や漁獲圧でも資源の維持は十分可能と考えられる

漁獲シナリオ
（管 基準）

F値
（Fcurrent 漁獲割合

将来漁獲量 評価

2012年ABC現状親魚 Blimitを
（管理基準）

（Fcurrent
比）

漁獲割合 2012年ABC
5年後 5年平均 量を維持

（5年後）
維持

（5年後）

現状の漁獲量 0 06 210 210 210現状の漁獲量
の維持

0.06
（0.6）

6 %
210
トン

210
トン

95％ 100％ 210
トン

現状の漁獲圧
維持

0.11
10 %

270～610 380
77％ 99％ 379

の維持 （1.0）
10 %

トン トン
77％ 99％

トン

現状の親魚量
の維持

0.17
（1 5）

15 %
290～610

トン
510
トン

45％ 96％ 558
トンの維持 （1.5） トン トン トン
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ズワイガニ4系群5海域の資源水準と動向

C 北海道西

D オホーツク

A 日本海
B 日本海

E 太平洋北
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